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1. 研究の背景・目的 

2016 年の熊本地震で震源となった益城町では住家が

甚大な被害を受け，全住宅のうち半数以上となる 6,259

棟が半壊以上の損傷 1)となった．災害のため半壊以上の

被害を受けた住家は，災害救助法に基づき応急修理制度

の利用が可能となる．応急修理制度とは被災した住宅を

一定の範囲内で応急的に修理する制度であり，制度の利

用は，「避難所の早期解消や，応急仮設住宅等の需要抑制

につながる．」「被災者が可能な限り地域にとどまって復

興まちづくりを進める足がかりを確保することができ

る．」等の面で有効である 2)．しかし，この制度には様々

な課題があると過去の震災から報告されている 3)． 

そこで本研究では，熊本地震における応急修理制度に

関する住民側と行政側の双方の意見を把握し，応急修理

制度の問題や課題を整理することを目的とする． 

 

２. 応急修理制度の概要 

住宅の応急修理制度とは，「災害のため住居が半壊、半

焼の被害を受け，そのままでは居住できない場合であっ

て、応急的に修理すれば居住可能となり，かつ，その者

の資力が乏しい場合に，自治体が必要最小限度の修理を

行う制度」とされ 4)，熊本地震においては要件を満たし

た世帯へ 57.6万円を限度額として実施された．熊本地震

における制度運用の特徴的な点は，半壊の場合に従来設

けられていた所得要件が廃止され，半壊世帯も比較的利

用しやすかったことが挙げられる．また，応急修理制度

の利用要件として「応急仮設住宅を利用しないこと」と

明記されているが，今回の熊本地震では，初めて半壊の

世帯が仮設住宅入居条件に加わったため，仮設住宅へ入

居するか制度を利用するかの判断が住民にとって難しか

ったと推察される． 

益城町において応急修理制度の概要や仮設住宅入居条

件の緩和について広報された時期と内容を表-1に示す． 

 

３. 益城町における応急修理制度の利用状況 

 益城町が 2017年 7月に実施した「第 2回益城町今後の

お住まいの意向等に関するアンケート調査（以下，住ま

いの意向調査）」を用いて，同町における応急修理制度の

利用状況について分析を行う．図-1は罹災判定別の応急

修理制度利用状況であるが，制度を利用する可能性が高

い半壊世帯でも 3割以上の世帯が利用していない．罹災

判定の分類指標では各住家の被災程度の詳細までは把握

しきれず，修理を行えないような深刻な被害を受けた世

帯も存在すると思われる．また，修理を希望しても何ら

かの事情により断念せざるを得ず，解体をした世帯も存

在すると考えられる．しかし，これらの実態は意向調査

では把握できていない． 

 

４. 益城町仮設団地における追加調査 

(1) 調査概要 

住まいの意向調査は郵送調査であるため，応急修理制

度に関して住民が抱えている意識を詳細に把握するには

限界がある．ここで，筆者らの研究グループが行った調

査 5)より応急仮設住宅に半壊の世帯が 100 世帯超存在す

ることを把握している．また，2 章で述べたように応急

修理制度の利用要件は「応急仮設住宅を利用しないこと」 

 

表-1 広報ましき災害臨時号での関連情報の提供状況 

 

 

図-1 罹災程度別 応急修理制度の利用状況 

 

表-2 応急修理制度の未利用世帯の実態調査概要 
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対象を半壊に拡大 

対象者 仮設住宅居住の半壊世帯 

調査対象地域 益城町全域の仮設住宅団地 
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回答世帯数 21世帯 

IV-006 土木学会西部支部研究発表会 (2018.3)

-459-



 

  

         

 

であるので，仮設住宅居住世帯は応急修理制度利用を選

択しなかった世帯と見なせる．そこで益城町仮設団地に

おいて表-2の聞き取り調査を実施することで，半壊世帯

かつ応急修理制度を利用しなかった世帯の制度への意識

や制度利用に対する課題等を明らかにしていく． 

 

(2)聞き取り調査結果 

今回聞き取り調査を行った世帯は 21世帯で，そのうち

8 世帯が借家世帯であった．借家世帯は，応急修理制度

利用の意思決定は大家の意向に左右される．また，今後

の住まいの選択にも大家の意向が大きく影響するという

声が多く聞かれた． 

また，残りの 13世帯は持家世帯で，うち過半数以上の

9 世帯が応急修理制度の利用に関して一切悩まなかった

とのことだった．その要因として建物や地盤の安全性が

挙げられた．具体的には， 

「自宅は築 40年なので修理できるとは思えなかった．」 

「建物自体の被害は深刻ではなかったが，地盤の影響

により解体せざるを得なかった．」 

という声が聞き取り調査で多く聞かれた．このことから

一度震災で半壊の状態になった家を修理し，再度住み続

けることに不安を抱く世帯は多かったことが推察される． 

また，年齢に言及した理由も多く，具体的には 

「もう働くことのできる世代ではないから，修理しよ

うと思っても金銭面での理由により難しい．」 

「災害公営住宅に住むことができれば，自宅の再建の

ことなどについて悩む必要がない．」 

などという声が聞かれた．このように応急修理制度を利

用するかどうかを考える以前に修理自体を考えなかった

世帯というのがほとんどであった． 

一方で修理を考えた世帯は4世帯存在した．修理を行

わず応急修理制度を利用しなかった一番の要因は金銭面

で、4世帯ともに挙げていた．具体的には 

「応急修理制度の限度額が低い．」 

「家を本格的に修理しようとしても限度額57.6万円で

は全然足りない．」 

「見積もりで修理に 1000 万円かかるといわれたので

それならそれに少しお金を出して自宅再建する．」 

という声が聞かれた．このことから，住民は「応急修理」

という概念を応急修理制度の対象範囲である家屋だけで

はなく，擁壁や地盤などの敷地内全ての修理を行うもの

として認識していると推察される． 

 また，制度を利用しなかったその他の要因として 

「修理制度を利用したくて役場や業者に何度も電話を

かけたが，人手不足で電話に出てもらえなかったた

め，自宅の修理を諦めて仮設住宅に入居した．」 

 「半壊の世帯は仮設に入居することができないと思い

実家に避難していたが，入居できると知って益城に

戻って仮設に入居した．」 

などの声も聞かれた． 

 

５. 益城町役場でのヒアリング 

2017年 12月 7日，益城町役場にて 2016年当時応急修

理制度を担当した職員に応急修理制度に関するヒアリン

グを行った．担当職員の話では，応急修理制度は家屋の

本格的な修理を行う前に，一時的に自宅を修理する制度

であり,屋根をブルーシートで覆ったり，壁やドアを補修

したりする工事を想定して運用する制度と捉えている，

ということだった． 

 このことから住民は応急修理制度の修理範囲を家屋を

含めた擁壁や地盤などの敷地内全てを対象としていると

認識しているため，住民と行政の間に制度に関する理解

の乖離が存在していることがわかる．ゆえに，今後の災

害復興時において住民へ応急修理制度を正しく認識させ

るための周知が重要となると推察される． 

また，今回の熊本地震の応急修理制度に関する最大の

問題は業者不足であるという話も聞かれた．応急修理制

度の工事完了期限は法律上発災から 1 ヵ月であるが，

2016 年 10 月の時点でそれが 3 か月に延長された．しか

し多くの業者はその期間では工事を完了させることが不

可能だった．また，建築協会等との連携体制が整えられ

ていなかったため，業者の手配や住民からの相談が十分

に対応できなかった，といった行政側の課題も聞かれた． 

 

６. おわりに 

住民，行政にヒアリングを行い双方の話をもとに今回

の熊本地震における応急修理制度についての実態を把握

した．今後は建設業者や熊本県にヒアリングを行うこと

でより多角的に応急修理制度について整理・分析し，制

度に関する有効な改善策を模索していきたい． 
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